
 

 

 

札幌市内宿泊施設受入環境整備補助金交付要綱 

令和５年８月 23 日 観光・ＭＩＣＥ担当局長決裁   

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内宿泊施設が行う外国人など多様な観光客の受入環境

整備を支援することにより、観光消費額の増加や観光満足度の向上を図るこ

とを目的として、予算の範囲内において、札幌市内宿泊施設受入環境整備補

助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、必要な事項を定め

る。 

２ 補助金の交付については、札幌市補助金等の事務取扱に関する規程（昭和

36 年訓令第 24 号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（補助対象者） 

第２条 補助金交付の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する者とす

る。 

⑴ 旅館業法（昭和 23 年法律第 138 号）第３条第１項の規定により旅館業

（下宿を除く。）の許可を受けた者のうち、同法第２条第２項から第３項

の規定による「旅館・ホテル」または「簡易宿所」を市内で営む者  

 ⑵ 今後も継続して、市内の宿泊施設の営業を行う意思を有する者  

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げるいずれかに該当する者は、補

助金の給付対象者となることができない。  

⑴ 札幌市税を滞納している者 

⑵ 役員等（補助対象者が個人である場合にはその者その他経営に実質的に

関与している者を、補助対象者が法人である場合にはその役員、その支店

又は営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者その他経営に

実質的に関与している者を、補助対象者が団体である場合は代表者、理事

その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団（札

幌市暴力団の排除の推進に関する条例（平成 25 年条例第６号）第２条第

１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（札幌市暴力団

の排除の推進に関する条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下

同じ。）であると認められる者 

⑶ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三

者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどして



 

 

 

いると認められる者 

⑷ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供

与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しく

は関与していると認められる者 

⑸ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利

用するなどしていると認められる者 

⑹ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められる者 

⑺ 前各号に掲げる者のほか、札幌市が交付することが適当でないと認めた

者 

 

（補助対象施設） 

第３条 補助金交付の対象となる宿泊施設（以下「補助対象施設」という。）

は、第２条で規定する補助対象者が運営する、「旅館・ホテル」または「簡

易宿所」とする。なお、複数の補助対象施設を所有する補助対象者は、補助

対象施設ごとに申請することができるものとする。  

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する施設は、補助金

の交付を受けることができない。 

 ⑴ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第

122 号）第２条第１項に規定する風俗営業又は同条第５項に規定する性風

俗関連特殊営業及びこれに類する営業を行う施設  

 ⑵ 過去に本事業による補助金交付を受けた施設  

 ⑶ 公共施設（指定管理者施設を含む） 

⑷ 宗教法人が管理又は運営する施設 

 ⑸ 前各号に掲げる施設のほか、札幌市が交付することが適当でないと認め

た施設 

 

（補助対象事業） 

第４条 補助金交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、

補助対象者が外国人など多様な観光客の受入れを目的として実施する次の

各号に掲げる事業とする。なお、既に実施済み又は実施中の整備事業は対象

とならない。 



 

 

 

⑴ 多言語対応 

 ⑵ SDGｓ（環境配慮）への対応 

 ⑶ 緊急時対応 

 ⑷ 多様な文化等への対応 

 

（補助対象経費、補助金の額） 

第５条 補助金交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

別表１に例示するもののほか、市長が認めるものとする。補助金の額は、補

助対象経費に２分の１を乗じて得た額とし、30 万円を限度とする。ただし、

補助対象経費からは、消費税及び地方消費税相当額を除く。 

 

（交付申請及び決定） 

第６条 補助金交付の申請をする者（以下「申請者」という。）は、補助金交

付申請書（様式１）、事業計画書（様式２）に別表２に定める書類を添付し

提出しなければならない。なお、交付申請の額に 1,000 円未満の端数が生じ

たときは、これを切り捨てるものとする。  

２ 市長は、前項の申請を受けた場合においては、当該申請に係る事項等の審

査及び必要に応じて行う現地調査等を実施し、これを適正と認めたときは、

補助金交付決定通知書（様式３）により交付決定を通知し、不適正と認めた

ときは補助金不交付決定通知書（様式４）により通知する。 

３ 補助金の申請期間は、令和５年９月 11 日（月）から令和５年 12 月 15 日

（金）までとする。なお、補助金の交付決定額が予算額に達した時点で、そ

れ以降の申請受付は行わないこととする。  

 

（交付条件） 

第７条 補助金の交付に付する条件は、次の各号に掲げるとおりとする。  

 ⑴ 令和６年２月 15 日（木）までに事業完了すること。なお、事業完了と

は補助対象事業の実施及び支払が完了した状態をいう。ただし、天災等、

真にやむを得ない事情により当該事業が期日までに完了しないことにつ



 

 

 

いて、市長が特に認めるときはこの限りでない。  

 ⑵ 補助対象事業が、他の補助制度の交付対象となっていないこと。  

 ⑶ この要綱の規定に従うこと。 

 

（補助対象事業の変更等） 

第８条 第６条第２項の補助金交付決定を受けた者（以下「交付決定者」とい

う。）は、同項の規定による交付決定の通知を受けた後に申請内容を変更又

は中止しようとする場合は、すみやかに計画変更等申請書（様式５）を市長

に提出し、その承認を受けなければならない。なお、内容変更の場合は、併

せて変更点（事業計画、事業経費など）がわかる資料も添付すること。 

２ 計画変更等に伴い費用が増減する場合の補助金交付決定額の変更につい

ては、原則として減額のみとし、増額変更は認めない。  

３ 市長は第１項の規定により補助対象事業の内容変更又は中止の届け出が

あった場合は、その内容を審査し、これを承認したときは、第６条第２項の

規定による決定通知を取り消し、計画変更等承認通知書（様式６）により交

付決定者に通知するものとする。 

 

（実績報告等） 

第９条 交付決定者は、補助対象事業が完了した日から起算して 30 日を経過

する日（土日又は祝日法による休日に当たる場合はその翌営業日）又は令和

６年２月 29 日（木）のいずれか早い期日までに、実績報告書（様式７）に

別表３に定める書類を添付し、市長に提出しなければならない。ただし、天

災等、真にやむを得ない事情により当該事業の実績報告が提出できないこと

について、市長が特に認めるときはこの限りでない。  

 

（補助金の交付） 

第 10 条 市長は、前条に定める実績報告書類の提出を受けた場合は、第６条

第２項の規定による交付決定の内容との照合審査及び必要な調査を行うこ

ととし、交付決定内容及びこれに付した条件に適合していると認めたときは、



 

 

 

交付すべき補助金の額を確定し、補助対象者に補助金額確定通知書（様式８）

により、交付決定者に通知するものとする。  

２ 市長は、前項の審査において補助金交付要件に適合しないと認めたときは、

交付決定者に対して是正措置を求めることができる。  

３ 交付決定者は、第１項の補助金確定通知書の受領後、速やかに銀行口座振

込同意書（様式９）を市長に提出しなければならない。 

４ 補助金の交付は精算払いとし、市長は、前項の規定による交付決定者の請

求後、補助金を交付するものとする。 

 

（交付決定の取消） 

第 11 条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当した場合は、補助金

の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。併せて、補助金交付決

定を取り消した場合は、補助金交付決定取消通知書（様式 10）により交付決

定者に通知するものとする。 

⑴ 実施内容が補助金交付要件を満たさないと認めたとき。  

⑵ 前号のほか、関係法令及びこの要綱に違反したとき。  

⑶ 第 10 条第１項に規定する調査及び同条第２項に規定する是正措置を正

当な理由なく拒んだとき。 

⑷ 虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。  

 

（財産の管理） 

第 12 条 補助金の交付を受けた者は、補助金により取得した取得財産につい

ては、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、

補助金交付目的に従って、その効率的な運用を図らなければならない。  

２ 補助金の交付を受けた者は、原則として、実績報告書に記載の購入日から

耐用年数(「減価償却資産の耐用年数に関する省令(昭和 40 年大蔵省令第 15

号)」に規定する耐用年数をいう。以下に同じ。)を経過するまで、補助金に

より取得した財産について、市長の承認を受けないで、補助金の交付目的に

反して売却し、譲渡し、交換し、廃棄し、貸し付けし、又は担保に供して（以



 

 

 

下「処分」という。）はならない。ただし、補助金の全部を返還したとき又

は特別な理由があると市長が認めるときは、この限りでない。  

３ 補助金の交付を受けた者は、実績報告書に記載の購入日から耐用年数を経

過するまでに補助事業により取得した財産を処分しようとするときは、あら

かじめ財産処分申請書（様式 11）を市長に提出し、その承認を受けなけれ

ばならない。 

 

（補助金の返還） 

第 13 条 市長は、第 11 条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合に

おいて、すでに補助金を交付しているときは、交付決定者に補助金の全部又

は一部を返還させなければならない。 

２ 市長は、前条第３項に規定する財産処分申請を受けたときは、やむを得な

いと認められる場合を除き、交付決定者に対して交付した補助金の全部又は

一部を返還させなければならない。 

３ 市長は、前各項の規定により交付した補助金の返還を求める場合は、補助

金返還通知書（様式 12）によって通知する。 

 

（書類の保管） 

第 14 条 補助金の交付を受けた者は、補助金交付申請に係る提出書類の写し

及び各種通知書類を、補助事業が完了した日の属する年度の終了後５年間保

管しなければならない。 

 

（雑則） 

第 15 条 本要綱に定めのないものについては別途観光・ＭＩＣＥ担当局長が

決定する。 

 

  附 則 

  この要綱は、令和５年８月 23 日から施行する。 

 



 

 

 

別表１（第５条関係）  

（補助対象事業、補助対象経費）  

 

別表２（第６条関係) 

様式 添付書類 

様式１ ・札幌市税の納税証明書（指名願）（写）  

・旅館業営業許可書（写） 

・事業に要する経費及びその内訳が確認できる書類（写）（補助

対象経費に係る見積書等） 

・機器設置を伴う場合、機器の仕様がわかるもの（写）（製品パ

ンフレットなど。） 

補助対象

事業  
補助対象経費（例）  補助対象外経費（例） 

⑴ 多 言 語

対応  

●多言語での広報物等の作成に係る経費  
●誘導を目的とした多言語案内板等の設置に

係る経費 
●多言語音声翻訳システム機器の購入に係る

経費 
●自社ホームページの多言語化に係る経費  
●外国語研修実施に係る経費 
●多言語で情報提供するデジタルサイネージ

の購入及び設置に係る経費 

・リース契約の備品  

・通信回線使用料  

・広告宣伝費  

・中古品購入費  

・従業員等の人件費  

・既存印刷物の増刷

費  

・食品購入費  

・本事業の趣旨に照
らして、補助対象
と明確に区分でき
ないもの  

・その他、市長が適
当でないものと認
めるもの 

⑵ SDGs

（ 環 境

配 慮 ）

へ の 対

応  

●ペットボトル等の容器包装の削減及びマイ
ボトルの利用促進を目的とした給水機の購
入及び設置に係る経費  

●性能の優れた省エネ設備への更新（照明の
LED 化等）  

●節水型シャワーヘッドの導入  

⑶ 緊 急 時

対応  

●外国人宿泊客を対象とした緊急時・災害時等
対応マニュアルの作成に係る経費 

●災害時に多言語で情報発信するための機材
（多言語メガホン等）の購入に係る経費  

●宿泊者が被災した際に必要となる物品等（懐
中電灯、非常時に利用できるスマートフォン
等携帯電話のポータブル充電機器等）の購入
に係る経費 

⑷ 多 様 な

文 化 等

へ の 対

応  

●多様な食習慣（ベジタリアン・ヴィーガン・
ハラル等）に対応するためのメニュー作成に
係る経費 

●ハラール認証、ヴィーガン・ベジタリアン認
証等の取得に係る経費 

●礼拝室の整備に係る経費 
●多様な文化等へ対応するための従業員研修

に係る経費 



 

 

 

・その他市長が必要と認める書類 

様式２ ・事業実施スケジュール（事業完了までのスケジュールが分か

る行程表等）（様式不問） 

 

別表３(第９条関係) 

様式 添付書類 

様式７  ・領収書（写）（宛名に申請者の法人名が記載され、補助対象経

費と金額が一致しており、経費の内訳がわかるもの。内訳が

わからない場合は領収書に加えて内訳がわかる請求書等の写

しも提出すること。）  

・機器購入・設置工事等、事業の完了が分かる資料（写）（納品

書等）  

・その他市長が必要と認める書類  

 


